
資料１-１　　武蔵野市教育、文化等の総合的施策の大綱重点的な取り組み平成28年度改定案

重点的な取り組み
事項

内容
重点的な取り組み

事項
内容

文化振興に関す
る方針の検討

文化は心の豊かさや創造性をはぐく
み、地域のつながりを強め、都市の魅
力を高める重要な要素である。文化振
興による地域の持続的な発展を目指
し、市長と教育委員会が連携・協力し
て文化振興に関する方針について検
討する。

方針策定にあたり、想
定される論点及び作
業スケジュール等につ
いて検討した。

平成28年度に文化振
興方針策定のための
基礎調査を実施し、そ
の方向性を検討する。

スポーツ振興計
画の改定

スポーツ振興計画期間の中間期に改
定を行い、2020年東京オリンピック・パ
ラリンピック開催を契機とした有形・無
形のレガシー（未来へ引き継ぐ財産）
の形成、障害者スポーツの振興等の
取り組みを推進する。

スポーツ振興計画を
一部改定し、2020（平
成32）年東京オリン
ピック・パラリンピック
等に向けた教育委員
会の取り組みの方向
性を定めた。

改定後のスポーツ振
興計画に基づき、ス
ポーツ振興を図ってい
く。スポーツイベント等
を通じた「観る」「体験
する」スポーツの機会
を提供していく。学校
教育との連携を進める
とともに、障害者ス
ポーツを振興する。

（終了）

東京2020オリン
ピック・パラリン
ピック等国際大会
に向けた取り組
みの推進

　平成27年度に定めた市の取組み
方針に基づき、分野を越えた具体
的な取り組みを進める。
　スポーツ・文化の振興にとどまら
ず、共生社会の実現や国際理解の
促進、ユニバーサルデザインによる
まちづくりの推進など幅広い取り組
みを進めていく。

平成28年度改定案平成27年７月制定
平成27年度取組状況 今後の取組の方向性
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平成28年度改定案平成27年７月制定
平成27年度取組状況 今後の取組の方向性

小中連携教育の
推進

９年間を見通した小中連携のあり方に
ついて検討する。小中一貫教育につ
いて見込まれる教育効果を明確にし、
導入の是非、導入する場合の望まし
いあり方について検討する。

武蔵野市小中連携教
育推進委員会を計８
回開催して、左記の内
容について検討した。
推進委員会報告とし
て、教育指導面の検
討結果については、３
月の定例教育委員会
及び文教委員会で報
告を行った。

教育委員会内部に武
蔵野市小中一貫教育
検討委員会（仮称）を
設置して、教育指導以
外の様々な課題（学
区、施設、地域等）に
ついても検討を進めて
いく。

小中一貫教育の
検討

　学校関係者や市民の意見を広く
聴きながら、実務上の教育課題等
を検討する委員会の設置や、学校
での研究取組みに着手し、小中一
貫教育についての方向性を定めて
いく。

学校教育施設の
改修及び再整備

　新たな教育課題、小中一貫教育
の検討を踏まえ、学校施設整備基
本方針に基づき、学校施設整備の
あり方、標準仕様、改築時期などを
定める学校施設整備基本計画（仮
称）案を検討する。あわせて給食調
理施設のあり方について検討する。
また、大野田小学校児童の増加に
対応した方策を検討し、実行する。

教育センター構想
の推進

教育推進室の機能を発展・充実させ、
学校施設の改築に合わせて、 研修、
相談・支援、調査・研究、教育情報収
集・発信、ネットワーク構築・コーディネ
イトの５つの機能を備えた教育セン
ターとして早期に実現を図る。

平成27年５月に策定し
た武蔵野市学校施設
整備基本方針におい
て、教育センターは、５
つの機能をもつ全市
的施設として、早期に
改築する学校施設内
に設置することと位置
付けた。

人が集まりやすい地
域にあり、早期に改築
する学校を選定した
後、統合された教育セ
ンターに必要な施設、
設備、組織体制につ
いて検討を行い設置
校改築の基本構想策
定の準備を整えてい
く。

　教育推進室の調査研究機能や
コーディネート機能の強化を図り、
若手教員及び臨時的任用教員への
教育アドバイザーによる指導・支援
体制を確立する。
　学校教育施設の再整備に合わ
せ、教育推進室と教育支援センター
を統合した教育センターの早期の
実現を図る。
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平成28年度改定案平成27年７月制定
平成27年度取組状況 今後の取組の方向性

学校給食施設の
あり方の検討

子どもたちが生涯にわたって健康で活
力ある生活を送れるよう、学校・家庭・
地域が連携し、学校での食育推進と、
アレルギー対応などきめ細やかな配
慮をするため、小学校には給食の自
校調理施設の設置を検討する。また、
中学校については、食育推進センター
的機能を併設した共同調理場として再
整備を検討する。

平成27年５月に策定し
た武蔵野市学校施設
整備基本方針におい
て、学校での食育推進
のため、財政状況やコ
ストも勘案しながら、小
学校には給食の自校
調理施設を配置するこ
とを掲げた。

全小学校への自校調
理施設の配置を学校
の改築の時期を踏ま
えて計画的に進める。
中学校給食を提供す
る共同調理場の再整
備については、小中一
貫教育の動向を踏ま
えて検討する。

（学校教育施設
の再整備へ統
合）

－

総合体育館及び
温水プールの機
能強化

市民の生涯学習・ スポーツ活動を支
援するため、総合体育館及び温水
プールの機能を高めるための改修の
あり方を検討し、計画的に実施する。

スポーツ振興計画一
部改定の中で、体育
施設の改修等につい
て検討した。

総合体育館メインア
リーナ、サブアリーナ
の天井改修を行う。陸
上競技場について改
修を検討する。

総合体育館、陸
上競技場施設の
改修

平成29年度に改修を予定する総合
体育館、陸上競技場について、改
修内容を定めるとともにその準備を
進める。

旧桜堤小学校跡
地への運動広場
の設置準備

旧桜堤小学校跡地への運動広場の
設置について、桜野小学校の児童数
の推移を考慮した上で必要な準備を
進める。

桜野小学校の児童数
の増加への対応を図
りつつ、旧桜堤小学校
跡地に暫定的なス
ポーツ広場を設置する
ことについての方向性
を決め、８月の文教委
員会において行政報
告を行った。

平成28年度より校舎、
体育館、プールの解
体工事を行い、29年度
末までに整地工事を
終え、桜野小学校、第
二中学校の第２校庭
的な使用も含めた暫
定的なスポーツ広場と
して整備していく。

旧桜堤小学校跡
地の整備と桜野
小学校第２校庭と
しての活用

当面桜野小学校、第二中学校の第
２校庭的な活用をするため、旧桜堤
小学校校舎、体育館等の解体工事
を行う。
　旧桜堤小学校跡地を利用したス
ポーツ広場の設置は、桜野小学校
の児童数の推移などを勘案したうえ
で整備を検討する。
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平成28年度改定案平成27年７月制定
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図書館のあり方
の検討

多様化する市民ニーズに対応するた
め、中央図書館を中核とした図書館の
全体像、望ましい管理・運営形態のあ
り方を明確にするとともに、吉祥寺図
書館については、地域や施設の特性
に応じた特徴ある図書館を目指し、指
定管理者制度の導入を検討する。

吉祥寺図書館の在り
方について、図書館活
動・施設整備・指定管
理化の方針を図書館
運営委員会の意見聴
取後、教育委員会定
例会で議決、８月の文
教委員会において行
政報告を行った。

平成２８年度に吉祥寺
図書館リニューアル計
画を策定し、施設改修
の内容・規模を明らか
にするとともに、指定
管理者制度の導入に
ついて検討を進める。

　図書館に期待されるサービスが多
様化するなか、効果的・効率的な対
応をするため、中央図書館を中核と
した今後の図書館行政のあり方を
研究する。
　吉祥寺図書館については地域や
施設の特性に応じた特徴ある図書
館を目指して改修計画を策定すると
ともに、指定管理者制度の導入に
ついても検討する。

子どもの貧困へ
の対応

子どもの貧困の連鎖を断ち切るため、
学習支援など生活困窮家庭の子ども
への支援のあり方について、総合的
に検討する。スクールソーシャルワー
カーの複数名導入を含め、市長と教
育委員会が連携・協力して支援の充
実を図る。

平成27年４月から施行
された生活困窮者自
立支援法に基づき、小
学校３年生から中学校
３年生までの生活困窮
家庭の児童・生徒に対
して、学習支援事業を
実施している。
平成27年８月子ども支
援連携会議（第1回）を
開催した。会議を構成
する障害児支援及び
貧困対策部会にそれ
ぞれワーキングを立ち
上げ、実態の把握及
び課題を検討する。平
成28年２月の第２回会
議に報告した。
平成26年度に引き続
き、スクールソーシャ
ルワーカーを中学校２
校に定期派遣を行っ
た。

学習支援事業の利用
者の増に向けて、事業
の周知を徹底してい
く。
平成28年度以降は、
早期把握、支援の連
携などについて総合
的な視点から解決策
を検討していく。
スクールソーシャル
ワーカーを複数名導
入し、支援の拡充を図
る。

　子どもの貧困の連鎖を断ち切るた
め、学習支援など生活困窮家庭の
子どもへの支援のあり方について、
総合的に検討する。
　スクールソーシャルワーカーを２
名体制とし、全中学校の定期派遣
をするとともに、小中学校への支援
を実施するなど、支援の充実を図
る。
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総合的な放課後
施策の推進

地域子ども館あそべえ事業と学童クラ
ブ事業の機能・質の充実を図り、両事
業の連携による新しい子ども施設の
展開を含め、市長と教育委員会が連
携・協力して小学生の総合的な放課
後施策を推進する。

各学童クラブの入会児
童数の増加に対応す
るため、小学校長と学
童クラブ室の整備につ
いて協議を進めた。平
成27年度中の四小・
五小、平成28年度中
の一小・関前南小の
学童クラブ室の整備の
方向性を決定し、２月
の文教委員会で行政
報告を行った。

両事業の連携を推進
するために、平成29年
度から両事業を子ども
協会に業務委託する。
平成28年度に３校で
業務委託に向けた両
事業を総括する施設
長を配置したモデル事
業を行う。
平成28年度に一小・関
前南小、平成29年度
に桜野小の学童クラブ
室を整備する。平成28
年度から学童クラブ
で、午後７時までの延
長育成を開始する。
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